様式第１号（第６条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
　佐賀県中小企業団体中央会　様
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話
メール


令和8年度佐賀県外国人材日本語力向上支援事業補助金交付申請書

　令和８年度佐賀県外国人材日本語力向上支援事業補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　誓約書（別紙１）
２　事業計画書（別紙２）
３　事業費総額　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
４　補助申請額　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
５　収支予算書（別紙３）
６　その他申請事業の参考となる資料
　　□　見積書
　　□　対象外国人材を雇用していることを証明する書類（外国人材雇用状況届出書等）
　　□　講師情報（※講師派遣等の場合のみ）
　　□　既存の研修案内、カリキュラム、パンフレット等（※外部委託等の場合のみ）
　　　　



【個人情報の取り扱いに関する御案内】
この交付申請書等の提出に伴い収集した個人情報は、令和８年度佐賀県外国人材日本語力向上支援事業補助金交付事務のためにのみ使用し、ご本人の承諾なしに第三者に提供することはありません。




（別紙１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
誓　　　約　　　書

私は、令和８年度佐賀県外国人材日本語力向上支援事業補助金の申請を行うに当たり、下記の事項について誓約します。
また、佐賀県中小企業団体中央会（以下、「中央会」という。）が必要な場合には、佐賀県を通じて佐賀県警察本部に照会することについて承諾します。

記

1． 補助金の補助対象者、補助対象事業及び補助対象経費の要件を満たしています。
2． 補助金に係る提出書類に記載した事項について、事実と相違ありません。
3． 虚偽又は不正が判明した場合は、補助金の返還等に応じます。
4． 中央会から検査・報告の求めがあった場合は、これに応じます。
5． 中央会が補助金の支給要件の該当性を審査するため必要な場合であって、当該審査に必要な限度で、本補助金の申請書及び提出書類に記載された情報を中央会の求めに応じて提供することに同意します。
６．自己又は自社の役員等及びその経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人が次のいずれにも該当する者ではありません。
（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
（４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
７．「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」第２条に規定する営業を行う者ではありません。
８．「宗教法人法」第２条に規定する宗教団体ではありません。
９．「政治資金規正法」第３条に規定する政治団体ではありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
佐賀県中小企業団体中央会　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所  在  地　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者 職 氏名 (（ふりがな）)（自署）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者生年月日


※代表者氏名の欄は本人が自署してください。
（別紙２）
事業計画書
	
事業の目的
（☑複数可）
	□業務に必要な日本語理解の向上
□安全対策（指示理解・危険回避）
□職場コミュニケーション改善
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	研修により見込まれる成果
（☑複数可）
	□業務理解向上
□安全確保
□定着促進
□コミュニケーション改善
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	対象外国人

【確認】（☑必須）
	・人数：　　　人
・国籍： 
□上記外国人は自社で雇用しています。
□在留資格は適法です。

	研修内容（☑該当箇所）
	・実施期間：令和　年　　月　　日～令和　年　　月　　日
・実施回数：　　　回
・実施方法
□①外部研修機関等へ委託（オンラインの場合、10名以下）
□②既存研修への参加
□③オンデマンド教材
□④講師派遣
□⑤その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・講師情報（④⑤の場合のみ記載）
講師名：
□日本語講師資格あり
□研修実績あり　※確認できる資料を添付
・主な内容
□会話
□業務用語
□読み書き
□安全指示
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・カリキュラム案（別紙での添付も可、既存の研修案内等があれば記載不要）




※研修内容について、既存の研修案内、カリキュラム、パンフレット等を添付すること。

（別紙３）

収支予算書

１　収入の部
　　（単位：円）
	項目
	予算額
	備考

	
県中央会補助金

事業者負担額

その他収入額

	






	







	合計
	
	


（注1） 補助金、自己資金等の財源ごとに記載すること。
（注2） その他の収入額がある場合には、備考欄にその内容を記載すること。

２　支出の部
（単位：円）
	項目
	予算額
	積算内訳

	
講師謝金

受講料

テキスト代

 オンデマンド
教材受講料


	








	









	合計
	
	


（注3） 税抜金額で記載すること。


